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した 2013 年に調査した上場企業のデータと拙稿（2015a；2015b） でも公表し






保険業を除く当時のすべての上場企業 3,259 社であり，2013 年６月 31 日を回
収期限として，2013 年６月１日に郵送質問調査を実施した。発送先は各企業
の経理部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回収企業は 209 社（製造








対して質問票を送付した。質問票は 2014 年６月 31 日を回収期限として，2014
年６月１日に郵送を実施した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回






の大企業である。該当企業は 1,160 社であり，2015 年６月 30 日を回収期限と
して，2015 年６月１日に郵送質問調査を実施した。発送先は各企業の経理部
長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回収企業は 123 社（製造業 54 社，
非製造業が 69 社）で回収率は 10.6% であった。
2015 年に追加調査した中小企業は，金融業と保険業を除く従業員数 100 名
以上の非上場の企業で，資本金が５億円未満の上記 8,027 社のうち，既に調査
した 3,500 社以外の企業 4,527 社を対象に調査しようとしたが，従業員数 100
名以上ということでこの年新たに検索したところ，企業数に変化がみられた。
そのため，上記の 2014 年に調査した企業を除く 5,477 社に対して質問票を送
付することになった。質問票は２回に分けて送付した。１回目は 2015 年８月
31 日を回収期限として 2015 年８月１日に 1,619 社に対して送付し，２回目は
2015 年 11 月 30 日を回収期限として 2015 年 11 月１日に 3,858 社に対して送付
した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回

















場企業 3,444 社が対象であり，2016 年６月 31 日を回収期限として，2016 年６
月１日に郵送質問表調査を実施した。この際，３年前の 2013 年６月 31 日に
既にご記名で回答いただいた企業 99 社は除いて質問票を郵送したため，実際








期限後も含めた最終回収企業は 177 社（製造業 76 社，非製造業が 101 社であっ
た）で回収率は 5.29% であった。この調査はいってみれば積極的にご回答い
ただける企業は除いた再調査となったため，当然のことながら回収率は極めて

















次表の通りであり，製造業 510 社（10.4%），情報・通信業 76 社（7.5%），運輸・
倉庫業 123 社（11.5%），不動産業 23 社（9.1%），卸・小売業 247 社（8.4%），サー




製造業 4,917 510 10.4%
情報・通信業 1,012 76 7.5%
運輸・倉庫業 1,074 123 11.5%
不動産業 254 23 9.1%
卸・小売業 2,924 247 8.4%
サービス業 2,110 184 8.7%
運輸業 1,163 104 8.9%
電気・ガス業 49 7 14.3%
その他 50 5 10.0%
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ビス業 184 社，建設業 123 社，さらには製造業社 510 社などとも比較しながら
検討する。
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運輸・倉庫 非製造業 全産業 運輸・倉庫 非製造業 全産業
行う 82（78.8%） 629（94.0%）1095（92.8%） 58（55.8%） 461（68.9%） 829（70.3%）
行わない 22（21.2%） 40（6.0%） 85（7.2%） 46（44.2%） 208（31.1%） 351（29.7%）
原価企画 原価管理
運輸・倉庫 非製造業 全産業 運輸・倉庫 非製造業 全産業
行う 17（16.3%） 178（26.6%） 466（39.5%） 58 （55.8%） 466（69.7%） 928（78.6%）
行わない 87（83.7%） 491（73.4%） 714（60.5%） 46（44.2%） 203（30.3%） 252（21.4%）
ABC/ABM 実体管理
運輸・倉庫 非製造業 全産業 運輸・倉庫 非製造業 全産業
行う 7（6.7%） 40（6.0%） 76（6.4%） 22（21.2%）129（19.3%） 428（36.3%）
行わない 97（93.3%）629（94.0%）1104（93.6%） 82（78.8%）540（80.7%） 752（63.7%）
予算管理 MPC
運輸・倉庫 非製造業 全産業 運輸・倉庫 非製造業 全産業
行う 87 （83.7%）600（89.7%）1044（885%） 4（3.8%） 53（7.9%） 79（6.7%）
行わない 17（16.3%） 69（10.3%）136（11.5%）100（96.2%）616（92.1%）1101（93.3%）
業績管理 BSC
運輸・倉庫 非製造業 全産業 運輸・倉庫 非製造業 全産業
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26.6% と比べても低く，産業全体の 39.5% には到底及ばなかった。「実体管理」
は管理会計手法というわけではないが，対比のために尋ねたところ 21.2% で
あり，非製造業の 19.3% よりは高いものの，全産業の 36.3% と比べると低く，
これもそれほど実践されているとはいえないであろう。さらに，「ABC/ABM」
や「MPC」，「BSC」などはやはりほとんど採用がなかった。





自由度 =1，p=.000），｢意思決定のための管理会計｣（χ２= 7.044，自由度 =1，
p=.010），｢原価企画｣（χ２= 5.024，自由度 =1，p=.028），｢原価管理｣（χ２= 7.949，
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運輸・倉庫業と全産業でカイ二乗検定を行った結果，「予算管理」と「業績管理」
を除く，｢利益計画｣（χ２= 24.350，自由度 =1，p=.000），｢意思決定のための
管理会計｣（χ２= 9.389，自由度 =1，p=.003），｢原価企画｣（χ２= 21.819，自
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かを尋ねたところ，既にみたように 58 社の 55.8% の企業で行われ，非製造業



















みる。｢原価企画｣ の有無について，｢行う｣ の割合は，運輸・倉庫業 16.3%，卸・
小売業 20.3%，建設業 37.4%，サービス業 23.4%，製造業 56.5% であり，次図
のようになった。
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みる。｢原価管理｣ の有無について，｢行う｣ の割合は，運輸・倉庫業 55.8%，卸・
小売業 51.0%，建設業 95.9%，サービス業 70.7%，製造業 90.4% であり，次図
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実体管理を行う企業は既にみたように 104 社中 22 社の 21.2% で，非製造業





みる。｢実体管理｣ の有無について，｢行う｣ の割合は，運輸・倉庫業 21.2%，卸・
小売業 20.2%，建設業 27.6%，サービス業 16.8%，製造業 58.6% であり，次の
図のようになった。
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有効回答 パーセント（％） 有効回答 パーセント（％） 有効回答 パーセント（％）
あり 17 16.5 139 21.4 248 21.6
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予算管理を行う企業は既にみたように 83.7% で，非製造業の 89.7%，産業全
116






















N M SD N M SD N M SD
損益予算 86 5.91 1.15 577 6.13 0.87 1004 6.10 0.91 
資金予算 60 4.27 1.64 424 4.36 1.63 775 4.48 1.60 
資本予算 46 2.59 1.27 351 3.12 1.56 649 3.21 1.54 
販売予算 58 4.95 1.70 453 5.58 1.41 822 5.64 1.37 
製造予算 41 2.63 1.68 360 3.97 1.98 737 4.84 1.81 
研究開発予算 39 2.00 1.30 350 3.08 1.76 702 3.85 1.86
運輸・倉庫業と非製造業で Mann-Whitney の検定を行った結果，「損益予算」
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BSC の実践は，既にみたように導入企業は４社の 3.8% と非常に少なく，非
製造業の 9.1%，産業全体の 7.6% と同様であった。以下，サンプル数が少なかっ
たので，推測統計については行うことができず，記述統計についても省略する。
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